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平成３０年度地域イノベーション・エコシステム形成プログラム 

支援対象地域の決定について 

 

文部科学省の支援施策である平成３０年度「地域イノベーション・エコシステム

形成プログラム」に応募があった地域の提案の中から、外部有識者の審査を踏まえ、

５件の採択を決定しましたのでお知らせします。 

 

１．地域イノベーション・エコシステム形成プログラムについて 

（１）概要 

地域の成長に貢献しようとする地域大学に事業プロデュースチームを創設し、地

域の競争力の源泉（コア技術等）を核に、地域内外の人材や技術を取り込み、グロ

ーバル展開が可能な事業化計画を策定し、社会的インパクトが大きく地域の成長と

ともに国富の増大に資する事業化プロジェクトを推進します。日本型イノベーショ

ン・エコシステムの形成と地方創生を実現するものです。 

 

２．選定方法 

（１）公募結果 

公募期間：平成３０年１月１１日（木曜日）～３月２３日（金曜日） 

提案件数：２７件 

 

（２）審査・選定方法 

「地域イノベーション・エコシステム形成プログラム公募要領」及び「地域イノ

ベーション・エコシステム形成プログラム審査実施要領」に基づき、外部有識者に

より構成される「地域イノベーション・エコシステム形成プログラム推進委員会」

における審査を踏まえ、文部科学省において採択を行いました。 
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大学等 自治体 拠点計画のテーマ名 事業概要

1
国立大学法人
東北大学

宮城県

ナノ界面技術によるMn系
Liフルインターカレー
ション電池の革新とそれ
による近未来ダイバーシ
ティ社会の実現

安全・高信頼性のMn系Liフルインターカレーション電池
量産化技術とナノ界面評価・解析技術との融合により、
多様なニーズに個別最適化した蓄電池の供給を可能とす
る体制を実現し、従来の系統エネルギーシステムに加え
て、自立型分散エネルギーシステムの成立を具現化する
ことで、持続的で災害に強い、ダイバーシティ社会を実
現する。

2
国立大学法人
山形大学

山形県

有機材料システムの「山
形」が展開するフレキシ
ブル印刷デバイス事業創
成

山形大学が開発を先導してきた「フレキシブル印刷デバ
イス」の技術を用いて、非拘束型の大面積シートセンサ
や無線FHEモニタリングシステムを、地域企業と連携し、
ソリューション・サービスとして事業化する。これによ
り高齢者の介護・作業現場での社会課題を解決するとと
もに、グローバルな展開を目指す。

3
神奈川県立産
業技術総合研
究所

神奈川県
神奈川発「ヘルスケア・
ニューフロンティア」先
導プロジェクト

超高齢社会に先駆的に挑戦する｢ヘルスケア・ニューフロ
ンティア｣の実現に向け、次世代糖尿病インスリン治療法
の開発や大量毛髪再生技術の開発を、大学等と神奈川県
立産業技術総合研究所を中心とした事業化支援体制の下
で実施する。リーディングベンチャーの創出・成長を中
心に、神奈川らしいイノベーションエコシステムを具体
化する。

4
国立大学法人
金沢大学

石川県

楽して安全、振動発電を
用いた電池フリー無線セ
ンサの事業化とその応用
展開

金沢大学の持つコア技術である「磁歪式振動発電技術」
を基に、プラント設備や生産機械の稼働状況モニタリン
グ及び橋梁の腐食状況の遠隔モニタリングを事業化する
とともに、エネルギーハーベスティング技術（環境発電
技術）を国際的に競争力のあるビジネスとして確立し、
地域創生を推進する。

5
国立大学法人
名古屋大学

愛知県

あいち次世代自動車イノ
ベーション・エコシステ
ム形成事業～１００年に
１度の自動車変革期を支
える革新的金型加工技術
の創出～

モノづくりの集積地である愛知地域が保有する先進的な
切削加工技術や工具成形技術を統合・深化させ、超精
密・微細な革新的金型加工技術を創出、普及させる。そ
の技術により車載カメラレンズ等の次世代ＡＤＡＳ用光
学部品を実現して、あいち次世代自動車イノベーショ
ン・エコシステムの構築を目指す。
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平成３０年度地域イノベーション・エコシステム形成プログラム推進委員会 委員一覧 

 

 

相 澤 益 男   国立研究開発法人科学技術振興機構 顧問 

 

梅 田 和 宏   エムスリーアイ株式会社 代表取締役社長 

 

浦 田 興 優   日本材料技研株式会社 代表取締役社長 

 

太 田 匠 吾   株式会社コンシェルジュ 代表取締役 

 

大 西 晋 嗣   京大オリジナル株式会社 取締役 

 

片田江 舞 子   株式会社東京大学エッジキャピタル パートナー 

 

窪 田 規 一   ペプチドリーム株式会社 代表取締役会長 

 

高 野 芳 徳   弁護士法人内田・鮫島法律事務所 弁護士・弁理士 

 

田 中 雅 範   株式会社地域経済活性化支援機構 地域活性化支援部 

          マネージング・ディレクター（地域活性化担当） 

 

西 澤 民 夫   一般社団法人オープンイノベーション促進協議会 

代表理事 

 

林  隆 一    学校法人芝浦工業大学大学院 工学マネジメント研究科 教授 

 

保 田 隆 明     国立大学法人神戸大学大学院経営学研究科 准教授 
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